
○大学知的財産アドバイザーの派遣
知的財産管理体制が未整備な大学に、民間企業等の知的財産管理部門において管理職としての業務経験を

有する等、知的財産管理に専門性を有する者を派遣し、派遣終了後に大学自らが自立して知的財産管理部門

を運営できるよう、大学における知的財産管理体制の組織整備を支援する。

○大学知的財産アドバイザーの業務

→指導・助言・相談業務（マネージメント主体）

・知的財産管理体制構築プランの策定支援

・知的財産ポリシー、知的財産取扱規程等の整備

・知財人材の育成

・知財の普及啓発（知財セミナーの開催、知財教育支援等）

・大学における知的財産管理体制構築マニュアルの作成 他

指導・助言・相談大学知的財産アドバイザー
大学における事業責任者
（学長、副学長）等

大学における知的財産管理体制の構築支援大学における知的財産管理体制の構築支援大学における知的財産管理体制の構築支援

※平成１９年１月から（独）工業所有権情報・研修館に事業移管



赤字は、平成１８年度、新規に知的財産統括アドバイザーを派遣した大学（１３大学）
黒字は、平成１７年度以前から知的財産管理アドバイザー派遣継続中の大学（１０大学）
青字は、平成１７年度までに知的財産管理アドバイザー派遣終了の大学（１１大学）

（国）琉球大学

［四国地区］

［沖縄地区］

［九州地区］

（私）久留米大学(H16～)
（国）長崎大学(H16～)
（国）鹿児島大学(H16～)
（私）福岡大学
（私）産業医科大学
（国）大分大学

［近畿地区］

（私）関西大学(H14～16)
（私）龍谷大学(H15～17)
（私）関西学院大学(H15～17)
（国）福井大学(H17～)
（国）京都工芸繊維大学(H17～)
（私）関西医科大学
（私）甲南大学

［中国地区］

（公）広島市立大学(H14～16)
（国）鳥取大学(H16～)

［北海道地区］

（公）札幌医科大学(H14～)
（国）帯広畜産大学

［関東地区］

（私）東京理科大学(H14)
（公）首都大学東京(H14)
（私）芝浦工業大学(H15～17)
（私）中央大学(H15～H17)
（国）宇都宮大学
（私）埼玉医科大学
（国）お茶の水女子大学
（私）麻布大学
（公）静岡県立大学

［中部地区］

（国）三重大学(H16～)
（国）富山大学(H16～)
（公）名古屋市立大学

（国）高知大学(H15～17)
（国）香川大学(H16～)

［東北地区］

（国）弘前大学(H15～17)
（公）会津大学(H15～17)

派遣AD数派遣大学数FY

５５H14

１０１０H15

１７１７H16

１７１７H17

１７２３H18

大学知的財産アドバイザー派遣実績大学知的財産アドバイザー派遣実績大学知的財産アドバイザー派遣実績

のべ３４大学に派遣
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（注）経済インパクトの算出方法
特許流通アドバイザーの活動により発生した金銭移動の総額であり、具体的には、導入
した特許技術に基づき製造した製品の売上高、製造のための開発・投資額、ライセンス
収入、新規雇用者人件費の合計値（アンケート・ヒアリング調査等による）

0 億円

400 億円

800 億円

1,200 億円

1,600 億円

2,000 億円

2,400 億円

経済的インパクト 15 億円 142 億円 258 億円 462 億円 1,175 億 1,578 億 2,045 億

事業費 33 億円 58 億円 96 億円 134 億円 173 億円 214 億円 254 億円

1997-
1999

1997-
2000

1997-
2001

1997-
2002

1997-
2003

1997-
2004

1997-
2005

特許流通促進事業特許流通促進事業特許流通促進事業

特許流通アドバイザー
・円滑な特許流通の拡大と普及を図るため、特許流
通アドバイザーを各都道府県やＴＬＯ等に派遣。
・特許導入を希望する企業に対するアドバイスや研
究機関・大学が有する特許の地域産業界への移転
の支援等を行う。

実 績
・特許流通アドバイザー：１１１人（H18.12月末現在）
うちTLOへの派遣者： ４１人

・企業訪問回数 ２７，６０４回（H17FY）
・ライセンス等の成約件数 ２，０２４件（H17FY）

累積件数 ７，４８５件（H9～17FY）
・経済インパクト（注） 累積２，０４５億円（H9～17CY）

成功事例：TLO・大学→中小企業
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登録件数
総 件 数：５７，２４２件
大学・ＴＬＯ： ５，３３４件

（約１割）
平成19年1月26日現在

特許流通データベース



初等・中等教育

専門・高等教育

知財マインド

醸成

知財制度

普及・啓発

研究成果

の社会活用

新規産業

の創出

一般社会人

研究者・起業家・
専門家

知財人材育成への取組み知財人材育成への取組み知財人材育成への取組み

①産業財産権標準テキストの無償提供※

②学生・生徒向けセミナーの開催
③パテントコンテスト 主催：文部科学省、特許庁、日本弁理士会、（社）発明協会

④大学における知的財産教育研究の支援

①知的財産権制度説明会（初心者・実務者向け）の開催
②法改正説明会の開催
③個別トピックス説明会・相談会の開催
－模倣品対策説明会・相談会
－地域団体商標制度説明会
－新職務発明制度相談会 等

①中小・ベンチャー企業向けセミナーの開催
②大学等研究者向けセミナーの開催
③大学等の知的財産研究者の育成

児童・生徒・学生、研究者、社会人、専門家の各々に対応した知財人材育成の取組を実施

知財専門人材の育成研修
○知財専門人材（弁理士、知財部員等）向け研修（審査基準討論研修） ○検索エキスパート研修（中級・上級）
○中小、ベンチャー企業向けの研修（特許侵害警告模擬研修） ○行政機関等職員に対する研修
○登録調査機関の調査業務実施者育成研修 ○IP・ｅラーニング（１５コンテンツ）

※平成１９年１月から（独）工業所有権情報・研修館に事業移管

①産業財産権教育用副読本の無償提供（小・中・高向け）※

②知的財産教育支援セミナー・ワークショップの開催
－小・中・高の児童・生徒向け
－教職員向け
③知財教育の支援普及に関する調査研究（実験協力校）※



今後の取組み今後の取組み今後の取組み

○大学研究者における特許情報活用の更なる推進
－統合検索システムの活用推進
（アドバイザーの活用等）
－利用しやすいパテントマップの提供・普及
（大学研究のシーズ・ニーズ探しの容易化）

○知財人材の育成のさらなる推進
－ｅラーニングの拡充


